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⚫創業・事業承継・引継ぎ（M&A）という転換点を契機に新たな取組に挑戦する自

己変革への意欲が高い企業への支援を強化する。

⚫ このため、①創業時の借入時における経営者保証を不要とする保証制度創設、②

中小企業・小規模事業者の後継者同士のネットワークの創出、③事業承継に係る

手厚いサポート体制の構築等を行うことにより、創業・事業承継を円滑に実施するた

めの環境を整備する。

後継者支援ネットワーク事業【4.0億円（新規）】
後継者同士の切磋琢磨できる場を創出し、家業を活かした新規事業アイデアを競うイベントを開催。

中小企業活性化・事業承継総合支援事業【225.0億円（157.7億円）】
中小企業活性化協議会による事業再生支援、事業承継・引継ぎ支援センターによる円滑な事業承継・引継ぎ支援等を実施。

事業承継・引継ぎ支援事業【20.0億円（16.3億円）】
事業承継・引継ぎ(M&A) 後の経営革新やM&A時の専門家活用、事業承継・M&Aに伴う廃業に係る費用等を支援。

中小企業信用補完制度関連補助・出資事業（再掲）

当初

当初

当初

【１】コロナ長期化・原材料価格高騰等の危機への対応

中小企業対策費
令和4年度 令和5年度（要求）

1,095億円※ 1,343億円※

＜資金繰り支援＞
日本政策金融公庫補給金【151.1億円（145.5億円）】
日本政策金融公庫からの融資における金利を引下げるため、利子補給を実施。

中小企業信用補完制度関連補助・出資事業【67.7億円(49.8億円)】
信用保証制度等を通じた資金繰り支援を実施。スタートアップ創出のため経営者保証なしのメニューを新設。

＜価格転嫁対策＞
「価格交渉促進月間」（9月・3月）の実施や、下請振興法に基づく「指導・助言」、下請Ｇメンによるヒア
リング、「パートナーシップ構築宣言」の参加企業数の増加・実効性の向上

中小企業取引対策事業【27.9億円（21.3億円）】
価格交渉促進月間や、下請Ｇメン等による取引実態の把握、下請法の厳正な執行、下請かけこみ寺での相談対応等を実施。

⚫資金繰り支援等を通じて、足元の業況が厳しい中小企業・小規模事業者等の事業

継続を強力に支援する。また、「転嫁円滑化施策パッケージ」の着実な実施により価

格転嫁・取引適正化を実現し、持続的な賃上げの原資となる収益を確保する。

当初

その他

当初

当初

基本的な課題認識と対応の方向性

【２】創業・事業承継を通じた挑戦・自己変革の推進

⚫新型コロナの長期化、急速な円安の進行、原材料・エネルギー価格等の高騰により

厳しい経営環境に置かれている中小企業・小規模事業者等に対する資金繰り支援

や価格転嫁対策等に万全を期す。

⚫ その上で、激変する産業構造の中で「成長と分配の好循環」を実現するために必要

不可欠な「成長志向の中小企業・小規模事業者」の創出に向け、挑戦・自己変革

を後押しするための予算・税等の政策措置を総動員する。また、自治体と連携した、

地域経済を牽引し、地域課題を解決する企業の取組を加速化する。

※また、長期化するコロナ禍・物価高騰等の環境下にある中小企業等に必要な支援について事項要求。

※デジタル庁に一括計上することとなった情報システム予算のうち中小企業政策に関連するものを含めると、
令和4年度は約1,118億円、令和5年度概算要求額は約1,364億円となる。

令和5年度 中小企業・小規模事業者・地域経済関係 概算要求等ポイント



⚫経営力再構築伴走型支援モデル等を活用し、中小企業・小規模事業者に対する

強力な経営支援を行うとともに、企業における人材育成やマッチングをサポートする。

＜デジタル化・生産性向上＞
中小企業生産性革命推進事業【2,000.6億円（令和3年度補正）】
設備投資、IT導入、販路開拓等への補助を通じ、中小企業・小規模事業者の生産性向上等に向けた取組を支援。

地域未来DX投資促進事業【34.9億円（15.9億円）】
地域企業のDX実現に向け、産学官金が参画する支援コミュニティの支援活動や新事業の創出に向けた実証事業等を支援。

＜海外展開・新分野開拓・事業再構築＞
ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業【10.6億円（10.2億円）】
複数の中小企業等が連携して行う、新たな付加価値創造を図る製品・ｻｰﾋﾞｽ開発や事業再構築等の取組を支援。

事業再構築補助金【7,123.0億円（令和３年度補正＋令和４年度予備費）】
新型コロナの影響を大きく受けながらも新分野展開、業態転換等の事業再構築に挑戦する中小企業等を支援。

グリーントランスフォーメーション対応支援事業（中小機構交付金の内数）
中小機構への相談窓口の設置や支援機関の人材育成等によりカーボンニュートラルに向けた取組を支援。

JAPANブランド育成支援等事業【8.6億円(5.5億円)】
海外市場の獲得を目指す中小企業・小規模事業者等による新商品・サービス開発やブランディング、展示会出展等を支援。

＜設備投資＞
中小企業経営強化税制の見直し・延長
経営力向上計画に基づく設備投資に対する即時償却又は税額控除措置の見直し・延長。

中小企業投資促進税制の延長
生産性向上に向けた一定の機械装置等の取得等に対する特別償却又は税額控除措置の延長。

地域未来投資促進税制の延長・拡充
地域経済を牽引する企業の設備投資に対する税制措置(特別償却20～50％又は税額控除2～5％)を延長・拡充。

＜研究開発＞
成長型中小企業等研究開発支援事業(Go-Tech事業)【132.9億円 (104.9億円)】
大学等と連携して行う研究開発やAI/IoT等の先端技術を用いた革新的なサービスモデル開発等を支援。

中小企業技術基盤強化税制の見直し
中小企業が実施する研究開発に要する費用に対する税額控除制度の見直し。

＜人材育成・マッチング＞
中小企業・小規模事業者人材対策事業 【8.9億円（8.4億円）】

経営課題解決に資する人材確保のため、企業の戦略策定やコンソーシアムによる人材確保支援体制の整備を支援。

＜伴走支援等＞
中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業【54.0億円（40.0億円）】
各都道府県によろず支援拠点を整備するなど、中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するための体制を整備。

小規模事業対策推進等事業【54.8億円（53. 3億円）】
中小企業支援機関等を通じて行われる小規模事業者への巡回指導・窓口相談などを支援。

【３】成長分野等への挑戦に向けた投資の促進

⚫内外の環境激変によって既存のサプライチェーンが流動化する中、生産性向上・再構

築等に向けた設備投資を積極的に行う中小企業・小規模事業者等を後押しすると

ともに、海外展開等の新たな市場獲得についても支援する。

⚫地域活性化に向けて、地方自治体等と連携し、地域課題の解決に取り組む中小企

業・小規模事業者等を支援する。

当初

当初

税

当初

当初

当初

当初

当初

【４】地域課題解決に向けた取組への支援の拡充等

税

補正等

補正等

【５】伴走支援・人材確保支援等

当初

当初

税

当初

当初

税

当初

地方公共団体による小規模事業者支援推進事業【12.9億円（10.9億円）】
地方公共団体と連携し、地域の実情を踏まえた小規模事業者による販路開拓・生産性向上に向けた取組を支援。

地域の持続的発展のための中小商業者等の機能活性化事業【8.8億円（4.6億円）】
地方公共団体と連携し、中小商業者等によるテナントミックスの実現に向けた施設整備やまちづくり人材の育成等を支援。

地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業【8.4億円（6.5億円）】
地域内外の関係主体と連携し、地域課題解決と収益性との両立を目指す取組や、地域一体で人材育成を行う取組等を支援。

工業用水道事業費補助金 【34.8億円（20.3億円）】
地域の産業インフラとして重要な工業用水について、事業者が実施する工業用水道施設の強靱化を支援



事業目的

事業概要

3.6

伝統的工芸品産業支援補助金 製造産業局生活製品課伝統的工芸品産業室

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第2条に基づき指定を受けた伝統的工

芸品を製造する協同組合等が、同法の規定により経済産業大臣の認定を受け

た各種事業計画に基づき実施する後継者育成や需要開拓・意匠開発などの取

組を支援します。

我が国の伝統的工芸品産業の振興を図るため、個々の産地の実情・特性に応

じた事業計画に沿った需要開拓、人材育成・確保等に対する支援を通じて、同

産業の活性化及び地域経済の発展に寄与します。

成果目標

補助事業者が策定する各事業計画においてKPI（新商品開発数、研修受講者数

等）を設定し、そのKPIを達成する事業計画数の割合が80%以上を目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

億円 ）令和５年度概算要求額 3.6 億円 (

補助（産地組合・製造事業者等︓2/3、

学校法人・コンサルタント等︓1/2）

補助上限額︓2,000万円 ・後継者・従事者育成事業

・原材料確保対策事業

・需要開拓事業

・技術・技法の記録収集・保存事業

・意匠開発事業

・若年層等後継者創出育成事業

等を実施

国指定伝統的工芸品の

製造共同組合等
国

【後継者・従事者育成事業】 【需要開拓事業】



事業目的

事業概要

伝統的工芸品産業振興補助金 製造産業局生活製品課伝統的工芸品産業室

令和５年度概算要求額

伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）第23条に基づき設立され

た、伝統的工芸品産業の振興を目的とする一般財団法人伝統的工芸品産業

振興協会が実施する産地横断的な人材確保事業、技術・技法継承事業、産

地指導事業、普及推進事業、需要開拓事業等の経費の一部を、同法第26

条に基づき補助します。

伝統的工芸品産業の振興に関する法律（伝産法）に基づき、我が国の伝統

的工芸品産業の振興を図るため、伝統的工芸品の国内外への普及啓発や需

要開拓、産地指導や伝統工芸士認定事業など、個別産地では対応が困難、

あるいは非効率となる全国規模の事業への支援を通じ、同産業の活性化及び

地域経済の発展に寄与することを目的としています。

成果目標

各実施事業においてKPIを設定するとともにそのKPI（伝統工芸士数、催事参加者

数等）を達成する事業数について全体の8割以上を目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

）億円7.2 7.2( 億円

⼀般財団法⼈

伝統的工芸品産業振興協会
国

【海外のショールーム】【伝統的工芸品月間国民会議全国大会】

【コンサルタント産地支援事業】

補助（全指定産地共通：定額、個別産地：2/3、協会のPRとなるもの：1/2）



【１】コロナ長期化・原材料価格高騰等の
危機への対応
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【２】創業・事業承継を通じた挑戦・
自己変革の推進
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【３】成長分野等への挑戦に向けた投資の
促進
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【４】地域課題解決に向けた取組への支援
の拡充等
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【５】伴走支援・人材確保支援等
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